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９ 給水
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近畿２府５県の府県営及び大規模水道用水供給事業者の震災時等の相互応援に関する覚書

近畿２府５県（福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）の府県営及び大規

模水道用水供給事業者（以下「近畿用水事業者」という。）は地震、異常渇水等による災害が発生

し、被災した近畿用水事業者ではその対応が困難な場合に、近畿用水事業者間の相互応援等を迅速

かつ円滑に実施するため、「近畿２府７県震災時等の相互応援に関する協定書」(以下「近畿府県間

協定」という。)の精神に基づいて、本覚書を締結する。

（応援等の内容）

第１条 応援等の内容は次のとおりとする。

（１）応急対策のための職員等（近畿用水事業者、関係協力業者及びその他の者をいう。以下同じ）

の派遣及び資機材の提供等

（２）近畿府県間協定を締結した府県以外の地方（以下「他の地方」という。）からの応援の受入

れ等の調整

（３）近畿用水事業者から水道用水の供給を受ける水道事業者等（以下「関係水道事業者等」とい

う。）に対する第１号に掲げる応援

（４）その他、被災した近畿用水事業者から特に要請のあった事項

（５）他の地方から近畿用水事業者等へ要請のあった第１号に掲げる応援

２ 前項に掲げる応援等を実効あるものとするため、近畿用水事業者は平素から防災担当及び水道

行政担当部局並びに関係水道事業者等と十分な連携を図ることにより、災害発生時の迅速、的確

な対応に万全を期するよう努めるものとする。

（応援主管事業者等）

第２条 応援活動を迅速かつ円滑に実施するため、次表のとおり応援主管及び副主管の事業者（以

下「応援主管事業者等」という。）を定める。

被災近畿用水事業者 応援主管事業者者 応援副主管事業

福井県営水道 滋賀県営水道 京都府営水道

三重県営水道 滋賀県営水道 奈良県営水道

滋賀県営水道 京都府営水道 三重県営水道

京都府営水道 大阪広域水道企業団 福井県営水道

兵庫県営水道 大阪広域水道企業団 京都府営水道

奈良県営水道 大阪広域水道企業団 阪神水道企業団

阪神水道企業団 大阪広域水道企業団 奈良県営水道

大阪広域水道企業団 兵庫県営水道 奈良県営水道

（応援要請の手続き）

第３条 応援を受けようとする近畿用水事業者は、前条に定める応援主管事業者等に対し、必要と

する応援内容について、文書により応援の要請を行うものとする。ただし、そのいとまがない場

合には、口頭又は電話等により要請を行い、後日、文書を速やかに提出するものとする。

２ 前項の要請を受けた応援主管事業者等は、速やかに他の近畿用水事業者等と調整のうえ、応援

計画を作成し、被災した近畿用水事業者に対し、応援内容を連絡するものとする。

３ 第１項に定める要請をもって、応援を受けようとする近畿用水事業者から各近畿用水事業者に

対して応援要請があったものとみなす。
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（応援経費の負担）

第４条 応援に要した経費は、原則として応援を受けた近畿用水事業者の負担とする。

２ 応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業務の従事中に生じた

ものについては応援を受けた近畿用水事業者が、応援を受けた近畿用水事業者への往復の途中に

おいて生じたものについては応援を行った近畿用水事業者が賠償の責めに任ずる。

３ 応援を受けた近畿用水事業者が第１項に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ、応援を

受けた近畿用水事業者から要請があった場合には、応援を行った近畿用水事業者は当該経費を一

時繰替支弁するものとする。

（緊急派遣等）

第５条 応援主管事業者等は、応援を受ける近畿用水事業者が属する府県域において、震度６弱以

上の地震が観測された場合、又は激甚な災害が発生し、通信の途絶等により被災したと考えられ

る近畿用水事業者と連絡がとれない場合は、速やかに当該近畿用水事業者に職員を派遣し、応援

活動の実施に必要な情報収集等を行うものとする。

２ 応援主管事業者等は、情報収集の結果、特に緊急を要し第３条に定める要請を待ついとまがな

いと認められるときは、同条の要請を待たず応援することができる。

３ 前項による応援については、第３条に定める要請があったものとみなす。

（物資等の携行）

第６条 応援を行う近畿用水事業者は、第３条に定める要請又は前条第１項及び第２項の定めによ

り、被災した近畿用水事業者に職員等を派遣する場合には、職員等が消費又は使用する物資等を

携行させるものとする。

（資料の交換）

第７条 この覚書に基づく応援活動が迅速かつ円滑に行われるよう、資機材の備蓄状況等必要な資

料を相互に交換するものとする。また、当該資料の内容に重要な変更があった場合には、必要に

応じてその都度、各近畿用水事業者に連絡するものとする。

２ 前項の資料には、近畿府県間協定に基づき、各府県等の防災部局等の間で相互に交換される資

料も含めるものとする。

（被災した関係水道事業者等への応援）

第８条 被災した関係水道事業者等の応援対策の応援を実施する場合にも、本覚書に準じて応援が

行えるよう、関係水道用水事業者等にその旨周知を図っておくものとする。

（応援連絡会議の開催）

第９条 次の各号に掲げる事項を実施するために、応援連絡会議を開催する。

（１）第７条に定める資料交換

（２）第 11 条に定める他の地方への応援調整

（３）相互応援に関する情報交換及び訓練、研修等の実施

（４）その他

（幹事の選任）

第 10 条 前条に定める応援連絡会議を円滑に実施するため、幹事及び副幹事（以下「幹事等事業者」

という。）を各１団体、互選により選任する。
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２ 幹事等事業者の任期は４年とし、再任を妨げない。

３ 幹事は必要に応じ、応援連絡会議を招集することができる。

（他の地方への応援の調整等）

第 11 条 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定等の定めにより、他の地方の水道用

水供給事業等に対して応援を行う場合は、幹事等事業者が近畿用水事業者を代表し、応援の調整

等を行うものとする。

（その他）

第 12 条 この覚書に定めない事項については、近畿府県間協定及びそれに基づき定められる各種の

要領等に従い処理するものとし、疑義が生じた場合はその都度協議して定めるものとする。ただ

し、緊急を要する場合は幹事等事業者により措置を行い、各近畿用水事業者に報告するものとす

る。

附則

この覚書は、平成２３年４月１日から適用する。

平成９年１０月３０日付けで締結した覚書は、平成２３年３月３１日限りで失効する。

上記のとおり覚書を交換した証として、本書８通を作成し、各近畿用水事業者が記名、押印のう

え、各自１通を保有する。

平成２３年４月１日

福井県知事 西川 一誠

三重県企業庁長 東地 隆司

滋賀県企業庁長 和田 慶三

京都府文化環境部長 中井 敏宏

兵庫県公営企業管理者 岡田 泰介

奈良県水道局長 石井 誠一

阪神水道企業団企業長 山中 敦

大阪広域水道企業団企業長 竹山 修身
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10 被災者の健康対策の実施

10－１ 保健・福祉

１９大都市衛生主管局災害時相互応援に関する確認書

大地震等大規模災害発生時における大都市相互の実効ある衛生主管局所管業務の応援活動を確

保するため、「１９大都市災害時相互応援に関する協定」及び「１９大都市災害時相互応援に関す

る協定実施細目」を補完する事項を次のとおり確認する。

１ 災害発生における「幹事都市」

当確認書の円滑な運用に資するため「幹事都市」を定める。

（1）幹事都市

別表１に掲げる輪番により、１年度の間その任に当たる。

なお，当該市が被災した場合は、次順の都市がその任に当たる。

（2）幹事都市の職務

ア 被災都市又は要請を待たずに必要な応援を行った都市又は情報の収集等を行う被災都市

の近隣の都市（以下「近隣都市」という。）と他の都市との情報連絡又は情報の周知

イ 連絡担当部課等の周知

ウ 各都市との協議の必要が生じた場合における会議又は文書による調整

エ その他被災都市から要請のあった用務

２ 近隣都市

「幹事都市」と協力し、円滑な応援活動を確保するため「近隣都市」を定める。

（1）近隣都市

被災した都市に対応し、別表２のとおりとする。

（2）近隣都市の職務

ア 被災都市の状況把握と幹事都市への連絡

イ 幹事都市との協力による各都市との連絡調整

３ 応援活動の自動発動

被災都市との情報通信手段が途絶した場合、幹事都市は近隣都市と協議を行い、必要に応じて、

被災都市からの要請を待つことなく、応援活動を開始できるものとする。

４ 連絡担当部課等

相互の連絡体制を確保するため、毎年春の会議において、各都市の連絡担当部課、連絡担当責

任者及び連絡担当責任補助者の名簿を取りまとめ、各都市が情報を共有する。

なお、人事異動等により連絡担当部課等に変更が生じた場合は、当該都市は速やかに各都市に

連絡するものとする。

５ 応援出動にあたっての基本的体制

被災都市への応援活動を行うに当たっては、自己完結型による出動を基本とする。

附 則

１ この確認書は、平成２１年４月１日から効力を生ずる。

平成 21 年 12 月 28 日

札幌市保健福祉局長 岡本 龍一 名古屋市健康福祉局長 長谷川 弘之

仙台市健康福祉局長 上田 昌孝 京都市保健福祉局長 浅野 義孝

さいたま市保健福祉局長 盛 聖 大阪市健康福祉局長 平田 修一
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千葉市保健福祉局長 宮野 光正 堺市健康福祉局長 西出 茂春

東京都福祉保健局長 安藤 立美 神戸市保健福祉局長 桜井 誠一

川崎市健康福祉局長 菊地 義雄 岡山市保健福祉局長 鈴木 弘治

横浜市健康福祉局長 立花 正人 広島市健康福祉局長 三村 義雄

新潟市健康福祉部長 阿部 愛子 北九州市保健福祉局長 日髙 義孝

静岡市保健福祉子ども局 寺前 泰男 福岡市保健福祉局長 井﨑 進

浜松市社会福祉部長 杉山 浩之
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12 生活衛生対策の実施

12－１ し尿処理

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定に基づく応急対策用資機材の提供等に関する要

領（再掲 p.32 参照）
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13 防疫対策の実施

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定に基づく応急対策用資機材の提供等に関する要

領（再掲 p.32 参照）
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15 被災建築物等の危険度判定

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定に基づく

被災建築物応急危険度判定士の派遣に関する要領

（趣旨）

第１条 この要領は、「近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定」（以下「協定」という。）

の規定に基づき、被災建築物応急危険度判定実施のための支援について必要な事項を定めるもの

とする。

（応援の内容）

第２条 被応援府県に対する応援の内容は、次のとおりとする。

（１）被災建築物応急危険度判定（以下「判定」という。）実施に係る要員の派遣

（２）被災建築物応急危険度判定士及び判定コーディネーター（以下「判定士等」という。）の派

遣

（３）判定に必要な資機材の提供

（４）その他判定に必要な事項

（応援要請手続）

第３条 この要領に基づく判定実施のための応援要請の手続は、あらかじめ近畿被災建築物応急危

険度判定協議会による協議のうえ、別途定めておくものとする。

（応援部隊の誘導）

第４条 被応援府県は、受入拠点または受入指定場所に誘導員を待機させ、応援部隊の誘導に努め

るものとする。

（補償対応）

第５条 被応援府県からの応援要請に基づき派遣する判定士等のうち、公務災害の適用をうけるこ

とができない判定士等については、被応援府県において全国被災建築物応急危険度判定協議会に

よる民間判定士等補償制度を適用することとする。

（費用負担）

第６条 この要領による応援に要した費用の負担については、全国被災建築物応急危険度判定協議

会が策定した、「被災建築物応急危険度判定活動に係る経費負担のガイドライン」の負担区分を

基本に、あらかじめ各府県が別に定める区分によりこれを負担するものとする。

（担当部局）

第７条 各府県等の担当部局は別表１に定めるとおりとする。

（資料の交換）

第８条 判定士等の派遣に関し必要となる資料のうち、次に掲げるものについては、毎年見直しを

行い、６月末までに関西広域連合を経由して各府県相互に交換するものとする。

（１）各府県等担当部局及び責任者等名簿（別表１）

（２）登録判定士及び備蓄資機材の状況（別表２）

（その他）

第９条 この要領に定める事項について疑義が生じた場合又はこの要領に定めのない事項につい



109

ては、府県及び関西広域連合で協議のうえ定めるものとする。

附 則

この要領は、平成 25 年３月６日から適用する。

別表１

近畿圏危機発生時相互応援基本協定（被災建築物応急危険度判定）

各府県等担当部局及び責任者等名簿

平成 25 年３月６日現在

団体名 部局名 課 名 連絡先 責任者職氏名 担当者職氏名

福井県 土木部 建築住宅課
電 話
F A X

三重県 県土整備部 建築開発課
電 話
F A X

滋賀県 土木交通部
建築課
建築指導室

電 話
F A X

京都府 建設交通部 建築指導課
電 話
F A X

大阪府
住宅まちづ
くり部 建築企画課

電 話
F A X

兵庫県
県土整備部
住宅建築局 建築指導課

電 話
F A X

奈良県
土木部
まちづくり
推進局

建築課
電 話
F A X

和歌山県
県土整備部
都市住宅局 建築住宅課

電 話
F A X

徳島県 県土整備部
住宅課
建築指導室

電 話
F A X

関西広域
連合

広域防災局 広域企画課
電 話
F A X

※「部局名」及び「課名」に変更があった場合は随時修正できるものとする。

別表２

登録判定士及び備蓄資機材の状況

年 月 日現在

府県名

項目

福
井
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

徳
島
県
計

判定士登録者数

判定ステッカー

（調査済）

（要注意）

（危険）

判定調査表

（木造）

（鉄骨造）

（鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造）

腕章

ﾍﾙﾒｯﾄｼｰﾙ

住宅地図

その他
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16 応急仮設住宅の整備・確保

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定に基づく避難者の受入れに関する要領（再掲 p.63

参照）


